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COVID-19 関連法令 (七)

2018年度未処分利益課税における2020年上半期見積欠損金
の控除
新型コロナウィルス（COVID-19）による産業への影響を軽

減するため、未処分利益課税に関する解釈通達（台財税字

第10904550440号)が財政部より公布されました。この通達

により営利事業者は今年(2020年)申告する2018年度未処

分利益課税において、所得税法第66条の9第2項第8号規

定に基づき、会計士がレビューした2020年度第1四半期財

務諸表における欠損金から算出した上半期「見積欠損金」

を未処分利益課税計算において控除することが出来るよう

になりました。

なおこの控除対象の欠損金は見積の性質です。よって営

利事業者が来年(2021年)に2019年度未処分利益を申告時

に、実際の2020年の年間決算で利益が生じた場合も、所得

税法第66条の9第2項第1号の規定に基づき2019年度未処

分利益から2020年度の実際の決算で生じた欠損を控除し

た後に欠損額が残らない場合、又は控除後の残額が2018

年度の未処分利益課税申告時に控除した「見積欠損金」よ

り少ない場合、2018年度未処分利益課税申告時の2020年

上半期の見積欠損金過大控除額に対する修正申告及び

追加納税を併せて行う必要があります。(解釈通達及び関

連計算例について添付をご参照ください)

当解釈通達はCOVID-19に対応するための一時的措置で

あるため、営利事業者の2018年度未処分利益申告にのみ

適用されます。また2020年上半期の「見積欠損金」を控除

するためには、営利事業者は2020年度第1四半期財務諸

表について必ず会計士のレビューを受ける必要がありま

す。さらに、2018年度未処分利益課税申告の修正及び追

加納税の要否を確認するため、将来の2019年度未処分利

益申告時に、2020年度の実際の利益・欠損状況を確認す

ること、さらに2020年度の実際の欠損金は2019年度未処分

利益から優先して控除するということに留意する必要があ

ります。
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資料出所: 財政部2020.05.04台財税字第10904550440号 

 

財政部通達 2020年5月4日台財税字第10904550440号 

 

一、営利事業者は新型コロナウィルス（COVID-19）の影響により2020年第1四半期に欠損が発生した場合、会計

士がレビューした2020年度第1四半期財務諸表における欠損金を基に、半年相当期間の比率により2020年

度上半期の見積欠損金を算出し、所得税法第66条の9第2項第8号の規定に基づき2018年度未処分利益の

減算項目（以下、見積欠損金減算項目）として計上することが出来る。但し、2019年度未処分利益課税の申

告時に、2020年度年間の実際損益を確認し、以下の状況がある場合、2018年度未処分利益課税の修正申

告を行うと同時に、上述の見積欠損金の減算額を調整し、2018年度未処分利益に対する営利事業所得税を

追納しなければならない。 

(一)2020年度年間財務諸表が利益の場合、見積欠損金の減算額はゼロに修正しなければならない（添付例

1参照）。 

(二)2020年度年間財務諸表が欠損で、2019年度年間財務諸表が利益の場合、2020年度年間欠損は優先して

所得税法第66条の9第2項第1号規定に基づき、2019年度年間利益から控除しなければならない。控除後、

欠損額が残らない場合、見積欠損金の減算額はゼロに修正しなければならない（添付例2）。 

控除後の欠損残額が「見積欠損金」の減算額より少ない場合、見積欠損金の減算額を当該欠損残額に修

正しなければならない（添付例3）。当該欠損残額が見積欠損金の減算額より大きい場合、修正は不要で

ある。 

(三)2020年度年間財務諸表が欠損で、2019年度年間財務諸表の利益がゼロ又は欠損で、2020年度年間欠損

額が見積欠損金の減算額より少ない場合、見積欠損金の減算額を2020年度年間欠損額に修正しなけ

ればならない（添付例4）。2020年度年間欠損額が見積欠損金の減算額より大きい場合、修正は不要で

ある。 

二、前項に述べる2020年度第1四半期が欠損（又は2019年度、2020年度年間が利益又は欠損）は、営利事業者

の2020年度第1四半期（又は2019年度、2020年度の年間）財務諸表について、会計士がレビュー（又は監

査）により査定した当期税引後純利益又は純損失から、当期税引後純利益又は純損失以外の純利益（又

は純損失）項目を加減算した後の第1四半期税引後純損失額（又は2019年度、2020年度の年間税引後純

利益又は純損失額）を指す。 
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例1：2020年第1四半期の欠損が100万元、年間決算が利益の場合 
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例2：2019年度の利益が300万元、2020年第1四半期の欠損が100万元、年間決算が欠損150万元の場合 

 

単位：NTD10,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2020年第1四半期の欠損100万元で換算した上半期の欠損200万元を 

2018年度未処分利益(以下、ARE)の減算項目に計上 

年度 2018年度 2019年度 2020年度 

当年度利益 200 300 
-150 

(年間実際欠損) 

2020年5、6月に申告する 

2018年度ARE 

-200 

(2020年度上半期見

積欠損を控除) 

 

- 

 

- 

納付すべき税額 

(税率5%) 
0 - - 

2021年5月に申告する 

2019年度ARE 

(2020年度実際欠損を

控除) 

 

【2018年度ARE-200を0

に修正】 

 

-150 

 

- 

納付すべき税額 

(税率5%) 
追加納税10 7.5 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2020年第1四半期の欠損100万元で換算した上半期の欠損200万元を 

2018年度未処分利益(以下、ARE)の減算項目に計上 

年度 2018年度 2019年度 2020年度 

当年度利益 200 100 
80 

(年間実際利益) 

2020年5、6月に申告する 

2018年度ARE 

-200 

(2020年度上半期見

積欠損を控除) 

 

- 

 

- 

納付すべき税額 

(税率5%) 
0 - - 

2021年5月に申告する 

2019年度ARE 

【2018年度ARE-200を

0に修正】 

 

- 

 

- 

納付すべき税額 

(税率5%) 
追加納税10 5 - 
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(添付) 
行政院公報  

資料出所: 財政部2020.05.04台財税字第10904550440号 

 

例3：2019年度の利益が100万元、2020年第1四半期の欠損が100万元、年間決算が欠損150万元の場合 

 

単位：NTD10,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

例4：2019年度の損益が0、2020年第1四半期の欠損が100万元、年間決算が欠損150万元の場合 

 

単位：NTD10,000 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2020年第1四半期の欠損100万元で換算した上半期の欠損200万元を 

2018年度未処分利益(以下、ARE)の減算項目に計上 

年度 2018年度 2019年度 2020年度 

当年度利益 200 100 
-150 

(年間実際欠損) 

2020年5、6月に申告する 

2018年度ARE 

-200 

(2020年度上半期

見積欠損を控除) 

 

- 

 

- 

納付すべき税額 

(税率5%) 
0 - - 

2021年5月に申告する 

2019年度ARE 

(2020年度実際欠

損を控除) 

【2018年度ARE-200を

-50に修正】 

 

-100 

 

- 

納付すべき税額 

(税率5%) 
追加納税7.5 0 - 

 2020年第1四半期の欠損100万元で換算した上半期の欠損200万元を 

2018年度未処分利益(以下、ARE)の減算項目に計上 

年度 2018年度 2019年度 2020年度 

当年度利益 200 0 
-150 

(年間実際欠損) 

2020年5、6月に申告する 

2018年度ARE 

-200 

(2020年度上半期

見積欠損を控除) 

 

- 

 

- 

納付すべき税額 

(税率5%) 
0 - - 

2021年5月に申告する 

2019年度ARE 

(2020年度実際欠損

を控除) 

【2018年度ARE-200を

-150に修正】 

 

- 

 

- 

納付すべき税額 

(税率5%) 
追加納税2.5 - - 

https://law.dot.gov.tw/law-ch/home.jsp?id=18&parentpath=0,7&mcustomize=newlaw_view.jsp&dataserno=202005040002
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